
歳 入

歳 出

■ 町税収入は、 全ての税目で減少し、 特に町民税とたばこ税が大幅に減額を見込んでいます。 　
　　繰入金は、 4億9,172万円を計上し、　財政調整基金が 4億3,823万円、 施設修繕等のため目的基金からの繰入が 5,349万
円　　となります。
■ 地方交付税は、 11億7,800万円を計上し、 内訳は普通交付税が 11億1,200万円、 特別交付税が 6,600万円となり、 町税
の　 見込みと令和7年度の実績をベースに増加となります。
■ 町債については、 国において臨時財政対策債の発行予定がなく、 河川改修事業の財源とする緊急浚渫推進事業債等で 4,030
万　 円計上しています。
■ 国庫支出金は、 社会保障関係費は増額していますが、 システムの標準化に伴うデジタル基盤改革支援補助金が大幅に減額となり
　 ます。

■ 民生費では、 地域福祉の推進、 福祉医療費、 障がい者福祉、 保育措置費、 介護保険や国民健康保険特別会計への繰出金など
　　を計上しています。
■ 総務費では、 役場全体の管理費や人件費、 定住自立圏推進事業費、 税金などの徴収費、 戸籍や住民登録にかかる経費などを計
　　上しています。
■ 教育費では、 幼稚園や小中学校に関する経費、 中央公民館の運営経費、 青少年の育成経費、 社会体育にかかる経費などを計上
　　しています。
■ 土木費では、 道路の管理費や河川管理費、 建築物の耐震化助成費用などを計上しています。
■ 衛生費では、 健康促進や医療・ 保健などの経費、 ごみ処理・ 環境保全・ 公害対策などの経費を計上しています。
■ 消防費では、 消防団の活動経費や災害対策経費、 消防署への負担金などを計上しています。
■ 商工費では、 観光振興、 企業誘致にかかる経費などを計上しています。
■ その他、 公債費や農林水産業費、 議会費などを計上し、 予算総額は 42億9,100万円となりました。
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18億3,001万円
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1億円
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公 債 費

消 防 費

農林水産業費

合　　計

土 木 費

14億2,584万円

8億2,766万円

7億1,407万円

3億1,224万円

2億5,624万円

2億4,352万円

2億1,205万円

1億7,562万円

議 会 費 5,559万円

予 備 費 1,000万円

商 工 費 5,817万円

42億9,100万円

12億9,490万円

9億6,284万円

7億6,221万円

2億8,156万円

4億1,878万円

2億4,337万円

1億8,320万円

9,544万円

5,732万円

1,000万円

6,038万円

43億7,000万円
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消防費 4.9％

総務費

19.3％

教育費

16.6％

公債費 5.7％

衛生費

7.3％

土木費

6.0％

民生費

33.2％

商工費 1.4％

農林水産業費 4.1％

議会費 1.3％

予備費 0.2％

町税

24.3％

繰入金

11.5％

繰越金

2.3％

使用料及び手数料

0.8％
その他自主財源 3.7％

町債 0.9％

国庫支出金

14.6％

地方交付税

27.5％

地方消費税交付金

4.9％

県支出金

7.2％

地方譲与税 0.8％ その他依存財源 1.5％

自主財源

42.6％

依存財源

57.4％
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※工事や契約の予定額が判明する恐れがあるため、金額を省いて掲載しています。

収益的収支とは…

主に上下水道料金と施設の

維持管理費の収支

資本的収支とは…

主に負担金や企業債と施設

の建設改良費の収支

　産後の母子に対する心身の

ケア、 育児のサポート等を行

い、 安心して子育てができる

支援体制の充実を図ります。

産後ケア事業の拡充

　排出量の比較等の基礎データを調査・

分析し、 令和9年度からの本格実施に向

けた最適な体制を構築します。

容器包装プラスチックと

製品プラスチックを回収対象

に加える実証事業の実施

衛生費

　小中学校で活用するタブ

レットを全台更新します。

第2期GIGAスクール

小中学校児童生徒用

タブレット（iPad）の

更新

　中央公民館、 社会体育施

設及び給食センターの各施

設の LED化を図ります。

なお、 経費の一部は R7に

企業版ふるさと納税として

岐阜電力（株）様からいた

だきました寄付金を活用し

ます。

社会教育施設及び

給食センターLED化

教育費

　河川内に堆積する土砂等

を浚渫することで、 流下阻

害を解消し、 流下能力を向

上させます。

西谷川浚渫工事

土木費

　避難所用移動式エアコンの

購入、 中央公民館災害用非常

電源設置、 中央公民館備蓄倉

庫設置工事等を行い、 災害時

の避難生活の質の向上を図り

ます。

指定避難所の設備改善 地域防災計画改定

消防費

※詳細については、町ホームページ『町の家計簿』でも閲覧できます。

　災害の発生や警戒態勢

の変更など法的な変更事

項や未記載事項の洗い出

しなども含め適正な計画

見直しを行います。

　多角的に支援していくための相談

支援体制を整備し、 障がいのある

方や、 そのご家族からの障がいに

関する総合的な相談に応じ、 自立

した生活を送れるように必要な援

助や情報提供を行います。

障がい者基幹相談支援

センター事業

乳児等通園支援事業

（こども誰でも通園制度）

民生費

　０歳６か月～満３歳未満で現に保

育所等に通っていないこどもを対

象とし、 保護者の就労の有無や状

況を問わず、 月一定時間まで、 時

間単位で実施施設に通園でき、

遊々こども園において実施します。

国 民 健 康 保 険 9億2,000万円 4.5%

後 期 高 齢 者 医 療 1億6,770万円 20.7%

介 護 保 険

水 道 事 業

下水道事業

7億6,800万円 8.6%

収 益 的 収 入 2億1,817万円 ▲0.4%

収 益 的 支 出 2億　 974万円 10.8%

資 本 的 収 入 801万円 ▲5％

資 本 的 支 出

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

1億1,751万円 ▲32％

2億8,309万円 18.1%

2億8,309万円 18.1%

8,007万円 ▲7.8％

1億　 147万円

8億8,000万円

1億3,890万円

7億　 700万円

2億1,909万円

1億8,926万円

843万円

1億7,278万円

2億3,971万円

2億3,971万円

8,688万円

1億1,252万円 ▲9.8％

令和8年度 令和7年度 増減率
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